


参考様式５　（令和６年度以降の新規許可申請・許可更新申請、許可後・許可更新後の変更届出用）
　（省令第80条第１項第６号　省令第80条第２項　省令第82条第２項第14号　省令第118条第２項第９号　省令第121条第２項第９号関係）



商品先物取引業を遂行するための方法


１．業務の執行方法
	


（記載上の注意）
１．業務の執行方法については、行おうとする業務の種別ごとに対象顧客（個人、法人等）及び取引
環境（対面、ネット等）を踏まえた商品先物取引業の内容（勧誘、取引内容の説明、関係情報・資
料の提供又は取引注文の受付など）を記載すること。
２．上記記載に併せて、委託注文の取次ぎ先等（媒介先、カバー先等についても同様とする。）及び
顧客資産の分離保管の方法及び分離保管先の名称又は商号を記載すること。
　３．分離保管の方法として信託機関に信託する場合は、当該信託に係る契約書の写しを添付すること。

２．顧客に対する勧誘の方針
	　



（記載上の注意）
金融サービスの提供及び利用環境の整備等に関する法律第10条に基づき作成する「勧誘方針」に照らして、①勧誘の対象となる者の知識、経験、財産の状況及び当該商品先物取引業に係る商品取引契約に基づく取引に係る契約を締結する目的に照らし配慮すべき事項、②勧誘の方法及び時間帯に関し勧誘の対象となる者に対し配慮すべき事項、③その他、勧誘の適正の確保に関する事項を具体的に記載すること。

３．顧客管理の方法
	


（記載上の注意）
１．勧誘の対象となる顧客の適合性の審査体制、不適当な勧誘があった場合の対応措置を記載すること。
２．顧客から商品デリバティブ取引の注文を受けた場合には、その注文内容等の記録・管理の方法（その記録・管理を外部委託する場合又は帳簿の内容を電磁的方法により記録する場合には、その旨）を記載すること。
３．商品先物取引業に係る行為により顧客の個人情報を収得した場合の管理の方法を記載すること。なお、個人情報の管理が外部委託されている場合には、委託先との情報管理に関する契約書等の該当部分の写しを添付すること。
４．「商品先物取引業におけるマネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策に関するガイドライン」（以下「マネロン等対策ガイドライン」という。）の「対応が求められる事項」への対策として講じる措置及び体制の整備状況について、具体的に記載すること。ともに

４．登録外務員への指導方法及び商品デリバティブ取引に係る研修の実施
	


（記載上の注意）
１．登録外務員が法令等を遵守し適正に業務を遂行するための指導の方法等について記載すること。
２．商品デリバティブ取引に係る知識の取得・向上のための研修会等を実施又は実施を予定している場合には、その時期、内容を記載すること。
３．許可更新にあっては、直前事業年度における指導、研修の実績についても記載すること。

５．内部監査（検査）の方法
	


（記載上の注意）
　１．内部監査（検査）の対処方針（社内体制、基本方針・実施計画、実施頻度、実施方法、監査後の対応）を記載すること。許可更新にあっては、加えて直近年度の監査の実績を記載すること。
　２．「３．顧客管理の方法」に記載した「マネロン等対策ガイドライン」に係る事項について、その方法及び実施状況を具体的に記載すること。


（注意事項）
上記１．から５．までの記載については、その根拠となる社内規程等がある場合、当該社内規程等の名称を明示するとともに、その写しを添付すること。その場合、当該社内規程等により各欄の記載の詳細が十分に確認できるときは、各欄の記載は概要にとどめることができる。
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